山形市産業廃棄物の処理に関する指導要綱

　（目的）

 第１条　この要綱は、次に掲げるもののほか、産業廃棄物の処理に関し必要な事項を定めることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

　（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）
　（２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「政令」という。）
　（３）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「省令」という。）

　（４）一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令 （昭和５２年総理府・厚生省令第１号。以下「最終処分場基準省令」という。）

　（５）山形市廃棄物の処理及び清掃に関する法律の施行に関する規則（平成３１年市規則第７６号。以下「市規則」という。）

　（定義）

 第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　（１）排出事業者　産業廃棄物を排出する事業者をいう。

　（２）処理業者　次の規定に基づく許可を受けた者をいう。

 ア　法第１４条第１項（産業廃棄物の収集・運搬業）

 イ　法第１４条第６項（産業廃棄物の処分業）

 ウ　法第１４条の４第１項（特別管理産業廃棄物の収集・運搬業）

 エ　法第１４条の４第６項（特別管理産業廃棄物の処分業）

  （３）再生利用等指定業者　省令第１０条の３第２号の規定による指定を受けた者をいう。

　（４）事業者等　排出事業者、処理業者及び再生利用等指定業者をいう｡

　（５）処理　分別、保管、収集、運搬、再生又は処分をいう。

　（６）処分　中間処理又は最終処分をいう。

　（７）有害物質　金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和４８年総理府令第５号。以下「判定基準省令」という。）別表第１の各項の第１欄に掲げる物質をいう。

　（８）指定産業廃棄物　産業廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、ばいじん及びこれらの産業廃棄物を処分するために処理したものであって、これらの産業廃棄物に該当しないものをいう。

  （９）産業廃棄物処理施設等の設置等　次の場合をいう｡

　　  ア　排出事業者が自ら排出する産業廃棄物の埋立処分を行うため最終処分場を設置する場合

　 　 イ　処理業者（第２号イ又はエの規定に基づく許可を受けようとする者を含む。）が、業として処分を行うための産業廃棄物の処理施設を設置する場合

    　ウ　省令第１０条の３第２号の規定による産業廃棄物の再生利用等を行うための施設を設置する場合

      エ　使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号。以下「自動車リサイクル法」という。）に基づく破砕施設（破砕前処理施設を含む。）を設置する場合

　    オ　アからエまでの施設で、法第１５条第１項の規定による許可を受けた施設にあっては法第１５条の２の６の規定による変更の許可を受けようとする場合、それ以外の産業廃棄物の処理施設にあっては主要な設備の変更又は処理能力１０パーセント以上の増加をする場合

　（市の責務）

第３条　市は、産業廃棄物の適正な処理を推進するため、事業者等に対して法令の遵守の徹底を図り、指導、助言及び監督に努めるものとする。

　（事業者等の責務）

第４条　事業者等は、産業廃棄物の処理を行う場合には、法、政令、省令、最終処分場基準省令及び市規則の規定によるほか、この要綱の規定を遵守しなければならない。

２　事業者等は、相互に連携を図りながら、産業廃棄物の適正処理に努めなければならない。

３　事業者等は、産業廃棄物の処理業務に携わる従業員等の資質の向上に努めなければならない。

　（排出事業者の処理）

第５条　排出事業者は、事業場ごとに、当該事業場から排出される産業廃棄物を適正に処理するため、産業廃棄物管理責任者を置くものとする。ただし、法第１２条第８項に規定する産業廃棄物処理責任者又は法第１２条の２第８項に規定する特別管理産業廃棄物管理責任者を置いている場合は、この限りでない。

２　排出事業者は、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。）が運搬されるまでの間は、法第１２条第２項の規定による保管を行うほか、種類ごとに区分して保管を行うものとする。

３　排出事業者は、事業場から発生する産業廃棄物の種類、数量、性状等を把握しておくものとし、別表第１の左欄に掲げる指定産業廃棄物の種類に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる項目の検査を行うものとする。ただし、指定産業廃棄物のうち市長が当該検査を行う必要がないと認めるものにあっては、この限りでない。

４　前項に規定する検査は、次に定めるところにより行うものとし、当該検査の成績書は、検査を行った日から５年間保存するものとする。

　（１）同一の製造又は加工の工程であって、同一の原料を使用し、かつ、同質の指定産業廃棄物を反復継続して排出する場合は、年１回以上

　（２）製造若しくは加工の工程又は使用原料を変更した場合は、その都度
　（処理業者の処理）

第６条　処理業者は、排出事業者から産業廃棄物の処理を受託する場合は、あらかじめ当該産業廃棄物の種類、数量、性状等を記載した書面（指定産業廃棄物の処理を受託する場合にあっては、前条第３項に規定する検査の結果の成績書を含む。）の提出を求めるものとする。

２　処理業者は、排出事業者から産業廃棄物の処理の依頼があった場合は、産業廃棄物の保管施設又は処理施設の能力以上に引き受けてはならない。

３　処理業者は、排出事業者から産業廃棄物の処理を受託し、中間処理を行った結果、指定産業廃棄物を排出する場合は、別表第１の左欄に掲げる指定産業廃棄物の種類に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる項目の検査を３月に１回以上行うものとする。

（産業廃棄物最終処分場に係る事業概要書）

第７条　産業廃棄物処理施設等の設置等を行おうとする者（以下「設置等予定者」という。）のうち、産業廃棄物の最終処分場であって法第１５条第１項に規定する許可又は増設のため法第１５条の２の６第１項に規定する許可を受けようとする者（以下「最終処分場設置等予定者」という。）は、第１１条第１項に規定する産業廃棄物処理施設等の設置等に係る事前協議を行う前に、事業概要書（別記様式第１号）を市長に提出しなければならない。

２  前項の事業概要書には、別表第２に掲げる書類を添付するものとする。

３　市長は、事業概要書の提出があったときは、生活環境の保全上関係する自治体の長（以下「関係自治体の長」という。）に設置等に関する意見を求めるものとする。

４　市長は、関係自治体の長、関係住民の意見を踏まえて、市の意見を最終処分場設置等予定者に通知するものとする。

　（概要説明会の開催）

第８条  最終処分場設置等予定者は、市長が指示する関係住民に対し、あらかじめ日時及び場所を定め、事業概要書に関する説明会（以下「概要説明会」という。）を開催しなければならない。

２　前項の関係住民は、最終処分場設置等予定者に対し、生活環境保全上の見地から意見を述べることができる。

３　最終処分場設置等予定者は、誠意を持って前項の意見に対応しなければならない。

４　最終処分場設置等予定者は、概要説明会の実施状況並びに第２項の意見及び当該意見に対する回答その他の対応状況を市長に報告しなければならない。

　（生活環境影響調査の方法）

第９条　最終処分場設置等予定者は、法第１５条第３項に規定する周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査（以下「生活環境影響調査」という。）を行う前に、生活環境影響調査方法書（別記様式第２号）を市長に提出しなければならない。ただし、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）又は山形県環境影響評価条例（平成１１年山形県条例第２９号）に基づき環境影響評価を実施する場合は、この限りでない。

２　市長は、前項の書類の提出を受けたときは、当該最終処分場設置等予定者に対し、意見を通知するものとする。

　（生活環境影響調査の実施）

第１０条　最終処分場設置等予定者は、生活環境影響調査の結果を記載した書類を、次条第１項に規定する産業廃棄物処理施設設置等事前協議書とともに市長に提出しなければならない。ただし、環境影響評価法又は山形県環境影響評価条例に基づき環境影響評価を実施する場合は、この限りでない。

　（産業廃棄物処理施設等の設置等に係る事前協議）

第１１条　設置等予定者のうち、法第１５条第１項又は法第１５条の２の６第１項により許可を受けようとする者にあっては当該許可の申請を行う前に、それ以外の者にあっては施設の設置等を行う前に、産業廃棄物処理施設設置等事前協議書（別記様式第３号。以下「設置等事前協議書」という。）により市長に協議しなければならない。

２　設置等事前協議書には、別表第３に掲げる書類を添付するものとする。

　（設置等予定者の利水者への説明）

第１２条　設置等予定者は、前条第１項の規定による協議（以下「設置等事前協議」という。）を行う前に、原則として第１利水者に対し、当該事業に係る説明を行わなければならない。ただし、産業廃棄物の処理施設（保管場所を含む。）が屋内に設置されていること等により、施設からの廃棄物を含む汚水や土砂を含む濁水等が排出されない場合は、この限りでない。

　

　（関係自治体の長の意見の聴取等）

第１３条　市長は、設置等予定者から設置等事前協議書が提出されたときは、関係自治体の長に対し、当該設置等事前協議書の内容について意見を求めるものとする。

２　前項の関係自治体の長は、設置等予定者に対し、当該設置等事前協議書の内容について説明を求めることができるものとする。

　（準用）

 第１４条　第８条の規定は、最終処分場に係る設置等事前協議書について準用する。
　

　（設置等事前協議の審査結果の通知等）

第１５条　市長は、当該設置等事前協議書の内容を審査し、審査結果を設置等予定者に対し通知するものとする｡

２　市長は、当該設置等予定者に対し、前項に規定する審査結果の指示事項の対応状況について報告を求めることができるものとする。

　

　（設置等事前協議から許可申請等までの期間）

第１６条　設置等予定者は、前条第１項の審査結果の通知を知った日の翌日から起算して２年以内に、当該施設に係る法第１４条第６項（産業廃棄物処分業許可）、法第１４条の２第１項（産業廃棄物処理業変更許可）、同条第３項（産業廃棄物処理業変更届）、法第１４条の４第６項（特別管理産業廃棄物処分業許可）、法第１４条の５第１項（特別管理産業廃棄物処理業変更許可）及び同条第３項（特別管理産業廃棄物処理業変更届）並びに法第１５条第１項（産業廃棄物処理施設設置許可）及び法第１５条の２の６（産業廃棄物処理施設変更許可）の規定による許可申請等を行うものとする。

２　設置等予定者は、前項の期間内に同項の許可申請等を行わなかったときは、再度、設置等事前協議を行うものとする。

　（協議を行わない設置等予定者の公表）

第１７条　市長は、設置等予定者が設置等事前協議を行わないときは、その旨を公表することができる。

　
（環境保全協定の締結）

第１８条　事業者等は、関係自治体の長及び産業廃棄物処理施設等の設置等により生活環境に影響の生ずるおそれがあると認められる関係住民から産業廃棄物処理施設等の設置等について生活環境保全上に関する協定の締結を求められたときは、これを締結しなければならない。

　
　（事故時の措置）

第１９条　事業者等は、産業廃棄物の飛散、流出その他生活環境に影響が生じ、又は生ずるおそれがある事故が発生した場合には、直ちに応急措置を講ずるとともに、その状況について直ちに市長及び関係自治体の長に通報しなければならない。

２　事業者等は、前項に規定する場合において、市長が事故の拡大又は再発の防止のために必要な措置を講ずべき旨を指示したときは、これに従わなければならない。

３　事業者等は、前項の措置が完了した場合は、事故復旧工事完了報告書（別記様式第４号）により市長に報告しなければならない。

　（産業廃棄物処理施設の定期検査）

第２０条　政令第７条第１４号ロに掲げる最終処分場を設置する排出事業者及び処理業者は、最終処分場基準省令第２条第２項第２号ハ(２)に規定する周縁の地下水の水質検査及び同号ホ(１)に規定する浸透水の水質検査を年２回以上行わなければならない。

２　政令第７条第１４号ハに掲げる最終処分場を設置する排出事業者及び処理業者は、最終処分場基準省令第２条第２項第３号において準用する最終処分場基準省令第１条第２項第１０号ロに規定する周縁の地下水の水質検査及び同項第１４号ハ(１)に規定する放流水の水質検査を年２回以上行わなければならない。

３　焼却施設を設置する処理業者は、排ガス及び焼却灰に関する検査を別表第４に定めるところにより行わなければならない。

　（書類の提出部数)

第２１条　この要綱により事業者等が市長に提出する書類の提出部数は、１部とする。
　（その他）
第２２条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、別に市長が定める。
　
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、平成３１年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行日前に山形県産業廃棄物の処理に関する指導要綱（平成２年８月１日施行）の規定により山形県知事に対してなされた協議その他の行為及び山形県知事がした処分その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。
別表第１（第５条、第６条関係）

	産業廃棄物の種類
	検　査　項　目

	汚泥
	・ 含水率

・ 油分

・ 判定基準省令別表第１の各項の第１欄に掲げる物質

	燃え殻、ばいじん
	・ 判定基準省令別表第１の１の項から３の項まで、５の項、６の項及び２３の項から２５の項までの第１欄に掲げる物質

	廃油
	・ 引火点

・ 判定基準省令別表第１の９の項から１８の項まで及び２２の項の第１欄に掲げる物質

	廃酸、廃アルカリ
	・ 水素イオン濃度

・ 判定基準省令別表第１の各項の第１欄に掲げる物質

	鉱さい
	・ 判定基準省令別表第１の１の項から３の項まで、５の項、６の項、２３の項及び２４の項の第１欄に掲げる物質

	上記の産業廃棄物を処分するため処理したもの
	・ 処理前の産業廃棄物の種類に対応する検査項目


注１　判定基準省令別表第１の１の項の検査を要する産業廃棄物にあっては、水銀含有量も検査すること。
注２　検査の対象物質が明らかに含まれない場合は、当該物質の検査を省略することができる。

別表第２（第７条関係）

産業廃棄物最終処分場設置等事業概要書添付書類

	１　事業者の概要を明らかにする書類

２　事業計画及び経営計画の概要を明らかにする書類

３　最終処分場の設置場所及び搬入経路を明らかにする図面

４　土地利用現況図及び土地利用規制図

５　最終処分場の維持管理計画及び環境保全対策の概要を明らかにする書類

６　予定地周辺の利水の状況、上水道等の水源の状況を示した図面

７　予定地等の使用に関して土地所有者と協議した内容を記載した書類

８　その他市長が必要と認める書類


別表第３（第１１条関係）

産業廃棄物処理施設設置等事前協議書添付書類

	１　事業計画の概要を記載した書類

２　設置等予定者が法人である場合には、その定款及び登記事項証明書

３　設置等予定者が個人である場合には、その住民票の写し

４　産業廃棄物の種類ごとの搬入計画（県内・県外搬入物別）及び埋立期間等の概要を記載した書類

５　施設の維持管理計画及び最終処分場にあっては跡地利用計画を記載した書類

６　施設設置場所の位置図（国土地理院発行25,000分の１の地図に赤で位置を示すこと。）

７　施設の構造及び設備の概要を記載した書類

８　事業に係る施設の配置図

９　施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び設計計算書並びに最終処分場にあっては埋立面積及び埋立容量計算書、周辺の地形地質・地下水の状況を明らかにする書類及び構造物の安定計算書

10　周辺地区の利水の状況を明らかにする書類

11　浸出水処理施設の構造を明らかにする図面及び設計計算書

12　放流水の水質及び水量を記載した書類

13　放流水の放流経路図及び放流先の概要を記載した書類

14　最終処分場以外の施設にあっては、中間処理（又は再生利用）工程を明らかにした書類

15　最終処分場以外の施設にあっては、中間処理（又は再生利用）後に発生した産業廃棄物の処分方法を記載した書類

16　次に掲げる土地の登記事項証明書及び不動産登記法（平成１６年法律第　　１２３号）第１４条に規定する地図又は公図の写し

（１）事業場の敷地（産業廃棄物処理施設等、管理事務所、門扉、囲い等、現に事業に使用し、又は使用しようとする一連の土地であって、平面図等に明記した場所をいう。以下同じ。）

（２）事業場の敷地が含まれる地番の土地と接する土地（以下「隣接地」とい　

　　う。）

（３）搬入路

（４）搬入路と接する土地

17　施設を設置する土地及び搬入路の使用権限を証する書類

18　地域住民等の所在が明らかな図面

19　次に掲げる者の同意書及び同意の取得状況一覧表

（１）事業場（搬入路を含む。）の敷地の隣接者（搬入路にあっては、搬入路と接する土地の所有者）全員

（２）施設からおおむね５００メートル以内に居住者がある場合は、その居住者の地区の代表者又はその地区の３分の２以上の世帯主

（３）放流水がある場合は、原則として放流先の第１利水者

ただし、次のア又はイに該当する場合は（１）から（３）までの同意書を、ウに該当する場合は（２）の同意書を省略することができる。

ア　産業廃棄物処理施設等の設置等予定地が都市計画法（昭和４３年法律第　１００号）第８条第１項第１号に規定する工業専用地域内にある場合

イ　産業廃棄物処理施設等の更新（処理能力に１０パーセント以上の増加が無い場合であって、その設置場所が更新しようとする施設の設置に係る法に基づく申請、届出又は指定申請において平面図等に明記した事業場の敷地内であるものに限る。）を行う場合

ウ　再生の用に供するための次に掲げる処理施設（公害対策の措置が講じられた施設に限る。）を設置する場合であって、かつ、処理後に排出されるもののほぼ全量が再生利用される場合
（ア）コンクリートの破砕施設（破砕機又は摩砕機及びふるいの設備を有し、粒度をおおむね８０ミリメートル以下に破砕できるものに限る。）

（イ）アスファルトの破砕施設（破砕機又は摩砕機及びふるいの設備を有し、粒度をおおむね８０ミリメートル以下に破砕できるものに限る。）

（ウ）再生加熱アスファルト混合物製造施設（公益社団法人日本道路協会制定「プラント再生舗装技術指針」の基準に適合するものに限る。）

（エ）木くずの破砕施設（形状がおおむね１０センチメートル以下に破砕できるものに限る。）

（オ）発泡スチロールの溶融施設

（カ）自動車リサイクル法に基づく破砕施設（破砕前処理施設を含む。）

（キ）廃プラスチック類の破砕施設

（ク）廃棄物固形化燃料（ＲＤＦ、ＲＰＦ）を製造するための施設

（ケ）選別施設

（コ）植物油からディーゼル燃料等を製造するための施設（ＢＤＦ製造施設）

（サ）その他市長が認める再生の用に供する処理施設

20　関係住民等に対して行った当該事業計画の説明に関する次の書類

（１）第１２条の規定による第１利水者への説明状況及び結果の概要

（２）最終処分場設置等予定者においては、第１４条において準用する第８条第４項の報告に関する書類
（３）19による同意取得に係る地域住民への説明状況及び結果の概要

21　その他市長が必要と認める書類


別表第４（第２０条関係）
排ガス及び焼却灰の検査項目及び検査回数

	検 体 名
	検　査　項　目
	検査回数

	排 ガ ス
	ば  い  じ  ん
	年２回以上

	
	窒  素  酸  化  物
	

	
	硫  黄  酸  化  物
	

	
	塩  化  水  素
	

	焼 却 灰
	熱 し ゃ く 減 量
	年４回以上


別記
様式第１号（第７条関係）

年　　月　　日

（宛先）山形市長
住　　所

氏名又は名称及び法人にあっては

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
郵便番号　　　　　　　電話番号

産業廃棄物最終処分場設置等事業概要書

産業廃棄物最終処分場を次のとおり新設（増設）したいので、事業概要書を提出します。
	最終処分場の設置場所
	

	最終処分場の種類
	

	埋立処分をする
産業廃棄物の種類
	

	埋立地の面積

及び埋立容量
	

	施設の構造及び

設備の概要
	


様式第２号（第９条関係）

年　　月　　日

（宛先）山形市長
住　　所

氏名又は名称及び法人にあっては

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
郵便番号　　　　　　　電話番号

生活環境影響調査方法書

	最終処分場の設置場所
	

	最終処分場の種類
	

	最終処分場の規模
	

	調査開始予定年月日
	

	方法書関係地域の範囲
	

	設置場所及び
その周囲の概況
	

	生活環境影響調査
の項目
	

	調査、予測及び
評価の方法
	


様式第３号（第１１条関係）

年　　月　　日

（宛先）山形市長
住　　所

氏名又は名称及び法人にあっては

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
郵便番号　　　　　　　電話番号

産業廃棄物処理施設設置等事前協議書

産業廃棄物処理施設等を次のとおり設置したいので、事前協議書を提出します。

	施設の設置場所
	

	施設の種類
	

	施設の処理能力
	

	取り扱う産業
廃棄物の種類
	

	着工予定年月日
	

	使用開始年月日
	

	一般廃棄物処理施設設置の有無
	有　　　・　　　無


様式第４号（第１９条関係）

年　　月　　日

（宛先）山形市長
住　　所

氏名又は名称及び法人にあっては

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
郵便番号　　　　　　　電話番号

事故復旧工事完了報告書

事故の復旧工事が完了したので、次のとおり報告します。

	事故発生日時
	月　　　日　　　時

	事故の発生場所
	

	施設の種類
	

	事故の内容
	

	事故の処理状況
	

	被害の発生状況
	

	今後の事故防止策
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